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１．はじめに 

 

前回（その１）は、市街地建築物法制定の 1919

（大正８）年から1950（昭和25）年の建築基準法

制定までの容量制限の変遷について述べた。 

終戦直後に検討された建築法草案では容積制の

導入が検討されていたものの、建築基準法では、

従来通り絶対高さ制限と建蔽率制限に基づく容量

制限が踏襲された。しかし、1950 年代に入ると、

資材・建築統制の解除やオフィスビル需要の拡大

を背景とする「ビルブーム」が到来し、建物の大

型化の進展とともに、容積制導入の議論が活発化

していくことになる。 

今回は、1950（昭和 25）年から実質的に我が国

初の容積制である特定街区制度が創設される 1961

（昭和 36）年までを対象に、高さ制限の見直しや

容積制を巡る議論、法改正の動向等を概観するこ

とにより、容積制導入の背景を明らかにする。 

表１ 1950年代における高さ制限見直し・容積制導入に関する出来事（1950～1961年） 
年 月日 出来事 

1950（昭和25） 5 月 24 日 建築基準法公布【高さ制限、建蔽率制限による容量制限を市街地建築物法から継承。建蔽率制限は強化】 

1951（昭和26） － 都市計画法第４次改正案策定【用途地域の細分化、高さ制限・建蔽率制限の詳細化】 

1952（昭和27） － 都市計画法第５次改正案策定【結果的に改正は実現せず】 

4 月 日本都市計画学会・容積地域に関する研究会が「容積地域に関する研究」を公表【市街地の容積実態の

調査及び容積基準の検討】 

5 月 31 日 耐火建築促進法公布（附則で建築基準法改正）【商業地域・防火地域内における耐火建築物の建蔽率制

限が適用除外となる】 

5 月 20 日 高さ 41ｍの大阪第一生命ビルの特例許可が下りる 

1953（昭和28） － 強震委員会設置【地盤の振動と建物への加速度を観測する SMAC 強震計の開発】 

1955（昭和30） 3 月 日本建築学会・高層化研究委員会が「都心部に於ける建築物の高層化に関する研究報告」を公表【高層

化の可能性を経済面、技術面等の多様な視点から研究】 

1957（昭和32） 5 月 15 日 建築基準法の一部改正【建蔽率の緩和対象として、商業地域・準防火地域内の耐火建築物を追加】 

1959（昭和34） 4 月 24 日 建築基準法の一部改正【高さ制限と建蔽率制限の特例措置の緩和】 

― 「建物の適正設計震度研究委員会」発足(武藤清委員長)【東京駅丸の内駅舎の 24 階建て建替え計画の

実現可能性を検討するため、1959～1961 年度にかけてコンピューターによる地震応答解析を実施】 

1960（昭和35） 12 月17 日 東京都が都市計画協会、都市計画学会、建築学会の３団体に「容積地域制等の採用について」を諮問 

－ 第１回東洋レーヨン科学技術助成研究として「近代高層建築の強震に対する応答解析と動的設計法に関

する研究」が採択（代表研究者・武藤清）【アナログコンピューターSERAC の開発】 

1961(昭和 36) 3 月 29 日 東京都が国に対して容積地域制導入を求める意見書を提出 

・「建築基準法の改正に対する要望並びに住指発第 29 号による照会に関する意見について」（東京都

知事から建設大臣宛て） 

・「首都における都市計画事業の推進方に関する意見書」(東京都議会議長から内閣総理大臣等宛て） 

 6 月 5 日 建築基準法の一部改正【特定街区制度創設】 

 

１．はじめに 
２．1950年代における建物容量等の変化  
３．容積制に関する研究の進展 
４．法制度上の対応 
５．丹下健三による容積制導入論 
６．東京都による容積制の要望 
７．高層化を可能とする建設技術の進展 
８．まとめ 



47土地総合研究 2011年夏号

 

２．���� ��における建物�量�の�� 

 

まず、絶対高さ制限による容量制限下である

1950 年代を通じて、人口や建物容量がどのように

変化していったのかを確認する。以下では、都市

レベル、地域レベル、単体（建物）レベルの各段

階に分けて見ていく。 

 

２－１．都市レベルの状況 

1950（昭和 25）年から1960（昭和35）年にかけ

ての人口動向を見ると、首都圏人口が約 500 万人

増加し、このうち東京区部人口は約 300 万人を占

めている（図１）。 

また、1953（昭和28）年から1960（昭和35）年

にかけての着工建築物の床面積（フロー）の推移

を見ると、非木造建築物の増加が著しい（図２）。

1953（昭和28）年を１とすると、1960年時点にお

ける全国の着工非木造建築物は 4.6 倍であるのに

対し、東京都は7.7倍と大幅な伸びを示している。 

一方、東京における床面積のストックを見ても、

1951（昭和26）年から1960（昭和35）年にかけて、

建物総延面積は、約1.7倍（6,414haから10,936ha）

に増えている（図３）。 

こうした床面積の増加に併せて、交通量も増加傾

向にある。1956（昭和31）年から1961（昭和36）

年にかけての東京都全域における建物床面積と交

通量を見ると、床面積と交通量は比例関係にある

ことがわかる（図４）。 

1950年代は、人口、建物床面積の変化と同時に、

地価の伸びも著しい。1936（昭和11）年９月を100

とした時の日銀卸売物価指数と市街地価格指数を

見ると、1951（昭和26)年頃にインフレが終息して

以降、物価指数は安定的に推移しているが、市街

地価格指数は、物価指数が落ち着いてからも伸び

を続け、1956（昭和 31）年には、物価指数を超え

ている（図５）。 

以上から、1950年代の10年間は、人口、建物床

面積、交通量、地価が急激な伸びを示した時代で

あり、特に東京都内での伸びが顕著であることが

わかる。 
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図３ 東京における建物総延面積（課税対象のみ）

の推移（出典：大河原等（1965）） 
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図４ 東京都内における延面積と自動車交通量の推移
（出典：東京都首都整備局（1964）を元に作成） 

図１ 東京都区部･首都圏の人口推移 
（出典：国勢調査及び東京都資料を元に作成） 
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２－２．地域レベルの状況 

次に、東京都心部における容積率（宅地面積に

対する床面積の割合）と建蔽率（宅地面積に対す

る建築面積の割合）の状況を見てみる。図６と図

７は、それぞれ 1951（昭和 26）年と 1958（昭和

33）年の都心部における地域別の平均容積率と建

蔽率をプロットしたものである。調査範囲が異な

るため単純な比較はできないが、例えば丸の内の

容積率は平均 300～400％程度から約 500％に上昇

しており、他地区においても建蔽率が 80％以上と

なっている。つまり、都心部において空地が減少

する一方、建物の規模が増大傾向にあることがう

かがえる。 

先に、都内において容積率と交通量が比例関係

にあることを述べたが、地域レベルにおいてもこ

の傾向は確認できる。図８は、東京23区の容積率

と交通量の関係を見たものであるが、概ね容積率

と交通量は相関関係にあり、容積率は都心から郊

外にかけて低減していることがわかる。 

 

２－３．建物（単体）レベルの状況 

表２は、主に1950年代から60年代前半にかけて、

東京と大阪の都心部に建設された高層建築物の高

さ、容積率、平均階高を示したものである。 

建物の高さを見ると、当時の絶対高さ制限の上限

である31ｍのものが多いが、1953（昭和28）年竣

工の大阪第一生命ビルをはじめとして、例外許可

経堂

丸の内①

丸の内②

日本橋①
日本橋②

神田①

神田②

浅草（鳥越）

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建蔽率

容
積
率

有楽町
東銀座

丸の内

日比谷

霞ヶ関

室町

江戸橋
京橋

宝町

銀座

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建蔽率

容
積
率

図７ 東京都内における容積率と建蔽率の関係（1958年）
（出典：青江（1963）を元に作成） 

図６ 東京都内における容積率と建蔽率の関係（1951年） 
（出典：容積地域研究会（1952）を元に作成） 

図８ 23区における市街地容積率と自動車交通密度 
（出典：山田（1960）） 
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を活用した31ｍ超の建物（高さは41～45ｍ、11～

13階建）も少なくない。 

容積率を見ると、1950 年代前半までの建物の総

容積率が約600～700％であるのに対し、1950年代

後半には 1,000～1,300％の建物も見られるように

なる。さらに、建物の総容積率に占める地下部分

の容積率の割合が 30％を超える建物も増えている

ことがわかるように、ビル全体の高容積化に併せ

て地下容積の増加傾向が確認できる（図９）。地階

部分の建設コストは、地上部分よりも割高である

ために、高さ制限に対する不満も聞かれるように

なる1。 

                                                                 
1 江戸英雄・三井不動産社長（当時）は、地階部分の建設

コストは地上部分の2.5～3倍に及ぶと指摘している。「現

在高さの制限からビルは次第に地下へ地下へと延びてい

る。日比谷の三井ビルは地下五階もある。ところが地下は

建築費が坪当たり五、六十万円、地上だと二十万円くらい

だ。ビルの高さの制限は国家経済の見地からも大きな損失

だ」（毎日新聞1962（昭和37）年8月10日記事） 

表２ 絶対高さ制限下(31ｍ制限)の主な高層ビルの容積率 

名称 竣工年 
高さ 

[A] 

階数 容積率 
平均 

階高※3

[A/B] 

地上 

階数

[B] 

地下

階数

建物総

容積率

[C] 

地上 

容積率

[D] 

総容積率に占め

る地下容積率の

割合[（C-D）/C] 

丸ノ内ビルヂング 1923（大正 12） 31ｍ 8 階 1 階 645％ 559％ 13％ 3.9ｍ 

新丸ノ内ビルヂング※1 1952（昭和 27） 31ｍ 8 階 2 階 707％ 614％ 13％ 3.9ｍ 

東京ビルヂング 1951（昭和 26） 31ｍ 8 階 2 階 728％ 580％ 20％ 3.9ｍ 

第一鉄鋼ビル 1951（昭和 26） 30.1ｍ 9 階 2 階 820％ 670％ 18％ 3.3ｍ 

ブリジストンビル 1951（昭和 26） 31ｍ 9 階 2 階 986％ 788％ 20％ 3.4ｍ 

日活国際会館 1952（昭和 27） 31ｍ 9 階 4 階 1,110％ 740％ 33％ 3.4ｍ 

大阪第一生命ビル（大阪） 1953（昭和 28） 41.23ｍ※2 12 階 3 階 1,244％ 1,016％ 18％ 3.4ｍ 

東急会館 1954（昭和 29） 43ｍ※２ 11 階 2 階 1,180％ ― ― 3.9ｍ 

大手町ビルヂング 1958（昭和 33） 31ｍ 9 階 3 階 1,057％ 702％ 34％ 3.4ｍ 

新朝日ビル（大阪） 1958（昭和 33） 45ｍ※2 13 階 2 階 924％ 773％ 16％ 3.5ｍ 

日比谷三井ビル 1960（昭和 35） 31ｍ 9 階 5 階 1,191％ 804％ 32％ 3.4ｍ 

関西電力ビル（大阪） 1960（昭和 35） 45ｍ※2 12 階 2 階 778％ 579％ 26％ 3.8ｍ 

日軽ビル 1962（昭和 37） 31ｍ 9 階 5 階 1,369％ 893％ 35％ 3.4ｍ 

新阪急ビル（大阪） 1962（昭和 37） 41ｍ※2 12 階 5 階 1,299％ 846％ 35％ 3.4ｍ 

新住友ビル（大阪） 1962（昭和 37） 45ｍ※2 12 階 4 階 995％ 707％ 29％ 3.7ｍ 

大阪神ビル（大阪） 1963（昭和 38） 41ｍ※2 11 階 5 階 1,323％ 961％ 27％ 3.8ｍ 

※1：新丸ノ内ビルヂングは、戦前に既に計画されていたが、戦争により建設が中断したため、戦後に竣工している。 
※2：大阪第一生命ビル、東急会館、新朝日ビル、関西電力ビル、新阪急ビル、新住友ビル、大阪神ビルは、建築基準法第57条但

書による特例許可により31ｍを超過して建てられたもの。 
※3：平均階高は、高さを地上階数で除したもの 
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また、建物の平均階高（建物の高さ/地上階数）

を見ても、戦前もしくは戦後直後に建設された丸

ビル、新丸ビル、東京ビルヂングの階高は3.9ｍで

あるが、1950 年代後半以降の平均階高は 3.4ｍ程

度と若干低くなっている2。例えば、三菱地所が建

設する高さ 31ｍの建物は、地上８階建としていた

が、1958（昭和 33）年に竣工した大手町ビルヂン

グ以降は、経済効率性の向上を理由に地上９階建

としている3。また、三井不動産も31ｍ制限下では、

地上９階建を通例としていたが、同じ高さの範囲

内で階数の増加を可能とする技術を開発し、1963

（昭和 38）年９月に竣工した三井第三別館から地

上10階建へと変更している4。 

1950 年代におけるビルの高容積化と階高縮小が

顕著であったことを示す一例として、1960（昭和

35）年に竣工した日比谷三井ビルがある。日比谷

三井ビルは、1937（昭和 12）年の時点で既に建築

計画が存在していたものの、同年に勃発した日中

戦争の影響で建設が中止されていた。この頓挫し

た計画と、実際に1960（昭和35）年に完成したビ

ルの内容を比較すると、階数にして４層分（地上

１層、地下３層）、延床面積は約1.6倍増加してい

る（表３）。 

以上から、1950年代から60年代初頭にかけて建

設された高層建築物の動向を見ると、建物の高容

積化が大きな特徴と言える。しかし、高さ制限値

                                                                 
2 なお、戦後であっても関西ビル、住友ビル、大阪神ビ

ル等、階高が比較的高い3.7～3.8ｍ程度のものが散見さ

れるが、いずれも特例許可を活用した建築物であり、建

物の高さは31ｍを超える。 
3 三菱地所（1993）p55「当社のビルはすべて８階建てで

統一されていた。しかし経済性の見地から地上９階建て

で利用する研究を続け、このビルから実行することとな

ったのである。」 
4 三井第三別館では、「当時はまだ容積地区制度がなく、

普通ならば敷地の使用効率上底地いっぱいの不整形ビル

を建築するところを、容積地区制度の近い将来の実施が

取沙汰されていたので、これに対応して、三角部分を除

いた整形のビルとした」が、「その代わりに、当時の 31

ｍというビルの高さ制限のもとでは9階建てが通例であ

ったが、あえて10階建てとし、三角部分のロスをカバー

し」、「10階建てとすることにより天井が低くなるのを避

けるため、特殊鋼を用いて梁を細く」するといった工夫

が施されている（三井不動産（1985）p135）。 

31ｍの範囲内で床面積の最大化を目指した結果、

階高を抑えて建物階数を増やし、地下階数も増加

していった傾向が確認できる。高容積化の結果、

建物としての空間の質は劣化し、建設コストも上

昇していった5。そして、地階部分の建設コスト増

に加えて、階数の増加のための技術開発によるコ

ストを負担せざるを得なくなった企業は、絶対高

さ制限の緩和を求めるようになるわけである。 

 

 

３．容積制に関する研究の�� 

 

３－１．日本都市計画学会・容積地域に関する研

究会による容積制の検討 

容積や建築密度に関する研究としては、高山英

華の「都市計画よりみた密度に関する研究」（1944

年）があるが、容積制に関する本格的な研究は、

建築基準法制定後間もなく、日本都市計画学会の

「容積地域に関する研究会」において行われてい

る。この研究会は、1951（昭和26）年に、昭和26

年度建設省科学技術研究課題として設置され、「我

国の実情に適した市街地の合理的な利用形態を究

                                                                 
5 池田･伊藤（1964）p87-88 には、絶対高さ制限下での

高層建築物の計画上の問題点として、1）コストがかかる、

2）地下に伸びる、3）階高が低くなる、4）敷地一杯の平

面計画となるため、執務空間としての適正な奥行きとな

らない（自然採光の確保等の観点から）、5）敷地一杯の

平面計画であるため、コアが分散し、複雑な平面計画と

なる、6）車庫を建物内につめこまねばならない、7）オ

フィスと異なる機能（店舗、オーディトリウム等）も同

一の柱割で計画しなければならない、8）床面積の確保が

優先されるため、動線のためのスペースが十分確保され

ない、9）敷地一杯に建物を使う計画の場合、規格化され

たモデュールの使用が困難、といった点が指摘されてい

る。 

表３ 日比谷三井ビルの戦前･戦後の計画内容の比較 

 戦前における計画 戦後実現した計画 

計画･ 

竣工年 
1937年 

1960年竣工 

（2011年解体） 

地上階数 8階 9階 

地下階数 2階 5階 

延面積 約 56,100㎡ 

（約17,000 坪） 

90,202.2㎡ 

（27,334坪） 
出典：三井不動産（1985）を元に作成 
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明し、都市計画上必要な容積地域制度の改良方策

を追求」することを目的として、具体的な容積制

の提案を行っている。その成果は、1952（昭和27）

年４月に「容積地域に関する研究」として公表さ

れた。 

研究では、まず、日本の都市が木造かつ低層建

築物が平面的に膨張してきたために、「都市機能の

能率」「市民生活の環境改善」「国土の有効利用」

等の観点から欠陥を有しているとの問題認識が示

されている。特に都心においては、高層化が不徹

底のまま、容積の大きい建築物がつくられた結果、

横に広がった建蔽率の高い建物が多くなり、「保健、

衛生、防災等の上で著しく不良危険な状態を現出」

していると指摘する。 

その要因としては、現行法の問題を挙げ、用途

地域が商業地域、住居地域、工業地域といった単

純な構成であることに加えて、その基準のメニュ

ーも高さは 31ｍと 20ｍの２種類のみであるなど

「最大公約数」的なものであり、「都市の複雑な構

成には対応が不充分」であるとしている。また、

用途地域を補完する上乗せ制度として、空地地区、

高度地区があるものの、「その運用は極めて不活発

であり、充分な効果をあげていない」とも指摘し、

現行法制度が土地の合理的な利用に応じた制限の

体系をなしていない点を批判している。そして、

現行の高さ31ｍ、建蔽率70％（商業地域かつ防火

地域内の耐火建築物の建蔽率は100％）の範囲内で

個々に高層不燃化が進めば、「堅牢な不良市街地」

が形成されるだろうと警鐘を鳴らしている。 

以上の問題を解決するためには、土地の集約化

と建築物の高層化によって、市街地内の不合理な

容積構成を改善する必要があるとしている。報告

書では、東京における建築物の階数や容積の実態

を調査分析した上で、具体的な高さや容積率が示

されている。例えば、住宅地では、10 階建てで容

積率150％、15階建てで200％が環境面から見た限

度であり、中心商業地では 20 階建て、400％が限

度であるとの結果を導いている6。 

 

３－２．日本建築学会・高層化研究委員会による

高層化の可能性に関する研究 

日本建築学会では、「高層化研究委員会」が設置

され、都市計画、建築技術等の観点から高層化の

可能性の検討を行っている。その成果は、1955（昭

和 30）年に「都心部に於ける建築物の高層化に関

する研究報告(4) Ⅱ都心部の一般建築物の高層化

に関する研究」として公表されている7。 

研究会設置の背景には、当時、絶対高さ制限の

例外許可（建築基準法第57条但書）の適用を受け

た 31ｍを超える高層建築物が増加していたことが

ある（表２参照）。1952（昭和27）年には、大阪に

おいて高さ41.2ｍ（地上12階）の第一生命ビルが

許可され、東京でも高さ47.8ｍ（地上12階）の鉄

                                                                 
6 入澤（1985）「例えば、住宅地では中高層化を図っても、

建物の形状によっては階数 10 階で純容積率 150％、15

階で 200％が環境面からの限界であり、中心商業地では

20階 400％程度が限界であるとしている。 

これらの値は、相当高いレベルの前提条件のもとで計

算されており、また当時としては容積と自動車の発生交

通量との関係の具体的データもないこともあって、仮定

条件があったが、都市内地域別の合理的土地利用のあり

方を体系化したものといえよう。」 
7 研究は高層化研究委員会の高層化問題点グループが担

当しているが、報告書は浅田孝と青江邦良の２名により

執筆されている。委員の構成を見ると、高山英華、入沢

恒、市川清志、青江邦良の４名は、前出の「容積地域に

関する研究会」と重複している。 

表４ 容積制や高層化に関する研究会のメンバー 

容積地域研究会 高層化研究委員会 

（主任） 北村徳太郎 委員長  笠原敏郎 
（副主任） 高山栄華 幹事 高山英華 入沢恒 
（研究員） 八木沢貞明、市川清志、小島重次 高層化問題点

グループ委員 
横山不学 浅田孝 渡辺藤松 市川

清志 小宮賢一 田中好雄 本城和

彦 青江邦良 
（補助員） 伊藤通畦、入沢恒、岩間一郎、石原耕

作、本間啓、楠瀬正太郎、江本純一、

青江邦良、浅野英、下河辺淳、日笠端
          ※下線部は、両研究会の共通メンバー 
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道会館、高さ43ｍ（地上11階）の東急会館の許可

申請がなされていた。こうした情勢を受け、31ｍ

の高さ制限を見直すべきとの意見も出されていた

が、高さ制限は都市施設の能力を超える過度な土

地利用を防止する容量コントロールの機能を有す

ることから、「都市計画上の影響を慎重に検討する

必要があ」るとして、日本建築学会において研究

が進められることとなったのである8。 

この研究では、まず、都心部における容積率の

増大が「都市の適正な建築密度から考えて好まし

くな」く、「高さ制限のみではこの事態をさけるこ

とが不可能」であるとの認識を示している。その

上で、「高度制限を建築計画的に高層化可能限度ま

で容認するも、都市計画的には容積率を減少せし

めるような何らかの規正方法が必要である」とし

て、建築物の高層化の可能性を技術的、経済的、

都市計画的要因との関係から検討している。 

建設可能な高さとしては、「単位面積当り鋼材量

は20階を越してから急激に増加する傾向がある」

ことから、建築費の坪当り単価があまり増えない

範囲で、「約 20 階位の建物は地震力を考慮に入れ

ても可能である」との結論を示している。 

その一方で、建築物の容積は徐々に増加し、東

京都心では600％となり、そのまま放置しておくと、

現行法規で許容される 900％程度まで達する可能

性があるとして、容積率制限の必要性にも言及し

ている9。 

容積率の数値については、妥当性のある容積率

                                                                 
8 小宮（1954）p12「この高さ制限の規定は、この際再検

討して緩和を計るべしという意見もあるが、もともとこ

れは都市計画の見地から都市施設の能力をこえるような

過度の土地利用を防ぐ主旨に出るものであるから、都市

計画上の影響を慎重に検討する必要があり、学会の建築

法規委員会ではこの点について研究を進めることになつ

た。」 
9 日本建築学会高層化研究委員会(1955)p5「現行法規の

規定では、最高 900％まで建築可能であり、急速な変化

は認められないが、除々[原文ママ]にかつ着実に全体の

レベルが上つて行きつつあることは明らかであり、高度

の制限のみならず、公共の立場からこれに対して何等か

の方策がたてられなければならない。」。また、日本建築

学会高層化研究委員会(1955)p1「現行法規では約 900％

まで容認されることは、これを放置しておくと漸進的に

この限度にまで達して行くと見なければならない。」 

の設定は難しいと前置きしながらも、都心部の敷

地割、経済性、建築の形態等を総合的に踏まえて、

300～400％程度が限界であるとしている10。 

 

３－３．海外諸都市における容積制の調査 

1958（昭和 33）年頃には、建設省住宅局が海外

諸都市を対象とするアンケート調査を行い、外国

における高さ制限や容積制限の実施状況を把握し

ている11。 

1960 年前後の時点で容積率制限（敷地面積に占

める延床面積の割合）を行っていた主な都市は、

ベルリン、パリ、ロンドン、ニューヨークの４都

市であった（表５）。 

最大容積率を見ると、ニューヨーク1,200％、ロ

ンドン 550％、パリ 350％、ベルリン 150％とバラ

つきがあり、うちパリとロンドンは用途地域と連

動させている。地階の床面積を容積率に算入して

いるのはロンドンのみであり、またロンドンでは

住居地域は容積率の代わりに人口密度の規制をか

けていることがわかる。 

また、ベルリン、パリ、ロンドンは絶対高さ制

限も併用している点が特徴であり、最高限度値は、

ベルリンで20ｍ、パリで37ｍ、ロンドンで100フ

ィート（約30ｍ）となっている。 

                                                                 
10 日本建築学会高層化研究委員会(1955)p5「わが国現在

の都心地区において、種々の条件からみて妥当な容積率

の水準がどのあたりにあるかは仲々[原文ママ]決定し難

いところであり、かつ問題のあるところであるが、都心

部に於ける敷地割の実態、道路キャパシティー、さらに

一企業としての投下資本量、有効度面積の適量、採算性、

建築の形態等からみて 300～400％前後に適当な限界が

あるのではないかと考えられる。高層化にともなう指標

として今後調査研究の進行によつて具体的に決定される

べき問題である。」 
11 建設省が行ったアンケート調査の結果のうち、ソ連、

ロンドン（イギリス）、フィラデルフィア（アメリカ）、

ベルリン（西ドイツ）の回答内容が、雑誌「建築行政」8

巻 43号、8巻 45号（以上1958年）、9巻 46号～47号（と

もに1959年）に掲載されている。また、建築雑誌75巻

888 号にもロンドン、マンチェスター、フィラデルフィ

ア、ダブリン、モントリオール、ベルリン、ウィーン、

香港、コペンハーゲンのアンケート結果の概要がまとめ

られている。また、建設省のアンケートとは関係がない

が、有沢（1962）には、ロンドン、ベルリン、パリ、ニ

ューヨークの容積規制の特徴が整理されている。 
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４．法制��の�� 

 

1950 年代に東京において高容積化が進み、容積

制の研究が進められてきたものの、容積制の導入

は行われず、従来の高さ制限と建蔽率制限の緩和

により対応されていく。 

以下では、建築基準法制定直後に検討されていた

都市計画法改正案における容量制限の内容や、そ

の後の建築基準法改正で実施された建蔽率制限及

び高さ制限の緩和の内容を見ていきたい。 

 

４－１．都市計画法改正案［1951年・1952年］ 

1950（昭和 25）年に制定された建築基準法では、

市街地建築物法の高さ制限と建蔽率制限がほぼ継

承されることとなったが、その理由は集団規定の

改定は、都市計画法の改正時に行うとの方針があ

ったことによる。実際、建築基準法制定直後から、

高さ制限や建蔽率制限を含む都市計画法の改正案

が検討されている。以下では、改正都市計画法の

第４次案（1951 年）、第５次案（1952 年）におけ

る容量制限の内容を見てみる12。 

 

(１)都市計画法第４次改正案［1951年］ 

第４次改正案における用途地域は、住居系、商

業系、工業系の地域がそれぞれ３種類に細分化さ

れ、地域ごとに高さ制限値と建蔽率制限値が設定

されている（表６）。 

                                                                 
12 都市計画法第４次、第５次改正案の内容は、諸星・加

藤（2005）p267に基づく。 

住居系用途地域は、住居、準住居、集合住宅の

３地域であり、住居地域では高さ 13ｍに強化され

る一方、準住居、集合住宅では 30ｍへと緩和され

ている（現行建築基準法では20ｍ）。また、建蔽率

制限は、敷地面積から 30 ㎡を減じる規定（以下、

「－30㎡規定」）を廃止し、住居30％、準住居40％、

集合住宅50％としている。 

次に商業系を見ると、店舗、商業、業務の３地

域に細分化され、店舗地域では高さ 20ｍ、建蔽率

60％に強化されているが、商業及び業務地域は現

行と同じ31ｍ、70％としている。 

また、工業系は、軽工業、普通工業、重工業の

３地域に区分され、建蔽率は住居系と同様に－30

㎡規定が削除され、いずれも一律 60％に緩和され

ている。高さ制限は、軽工業地域では 20ｍに強化

されているが、普通工業、重工業は現行の 31ｍの

ままである。 

第４次案は、用途地域の細分化に併せて、一部

規制強化もしくは規制緩和を図ることで、制限に

メリハリをつけていることがわかる。 

 

(２)都市計画法第５次改正案［1952年］ 

第４次案と同様に、第５次改正案においても用

途地域は細分化され、それぞれの地域に高さ制限

値と建蔽率が設定されている（表６）。 

住居系は、住居専用、住居、準住居の３地域に

区分され、準住居は現行法と同じ 20ｍであるが、

住居地域は 10ｍに強化されている。建蔽率は、第

４次案と同じく－30 ㎡規定が削除され、用途地域

表５ 1960年前後における欧米諸都市の容積制の内容 

 都市名 

用途地

域等と

の連動

容積率 建蔽率 絶対高さ制限 階数制限 

ベルリン（西ドイツ） ― 20%,40%,60%,70%,120%,150% 10%,20%,30%,60% 8m,12m,16m,20m 2 階,3 階,4 階,5 階

パリ（フランス） ○ 300%,350% 

50% 

（建蔽率制限は住

居専用地区のみ）

最も高いエリアで 

37ｍ 
― 

ロンドン（イギリス） ○ 

200%,350%,500%,550% 

(住居地域では容積率ではな

く人口密度規制が適用） 

― 100ft(約 30m） ― 

ニューヨーク ― 50%～1,200% ― ― 

1 階～18 階 

（階数制限は一般住

居地区のみ） 

出典：有沢（1962）を元に作成 
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ごとに30％、40％、50％が設定されている。また、

住居地域と準住居地域の建蔽率は、準防火地域で

は＋10％、防火地域では＋20％緩和される。 

商業系は、準商業と商業の２地域に分けられ、

準商業地域は高さ20ｍ、建蔽率60％と現行法より

強化されているが、建蔽率は準防火地域では＋

10％、防火地域では＋20％緩和される。一方、商

業地域の制限内容は現行建築基準法と同じである。 

工業系は、家内工業、準工業、工業の３地域に

細分化されている。家内工業と準工業地域の高さ

は、現行法より厳しい 20ｍである。建蔽率は、住

居系と同様に－30 ㎡規定が削除され、家内工業と

準工業地域が50％、工業地域で60％が設定されて

おり、住居系と商業系のほぼ中間の数値であるこ

とがわかる。また、工業系においても、準防火・

防火地域では建蔽率の緩和が適用される。 

以上から、第５次案は、第４次案と同様に用途

地域の細分化が図られているが、異なる点は制限

値が若干強化されていることに加えて、準防火地

域または防火地域における建蔽率の緩和が明示さ

れていることの２点が指摘できる。 

(３)都市計画法改正案の特徴 

都市計画法改正案の特徴は、用途地域の細分化

にあった。しかし、当時は容積制の研究が開始さ

れたばかりであったことから、従来通り絶対高さ

と建蔽率による容量制限が踏襲されていた。また、

高さ制限の最大値が現行法と同じく 31ｍであった

ことからも、改正案の眼目は、用途の細分化を図

りつつ、現行の高さ制限（31ｍ）の範囲内で制限

のメリハリをつけることにあったと言えるだろう。 

しかし結果的に、この改正案は実現していない。

その理由は、当時会期中の国会で審議法案が多か

ったことに加えて、関係各方面との折衝がうまく

進まなかったためと説明されている13。 

                                                                 
13 第 13 回国会・衆議院建設委員会（昭和 27 年 3 月 18

日）における八嶋三郎・政府委員の発言「私ども都市計

画法の全面的改正をいたすべく実は準備をいたしておる

のであります。建設省内における都市局といたしまして

は、実は一応の改正案をつくつたのであります。本年は

いろいろと建設省から出す改正法案が多い関係上、なお

政府提案という立場に持つて行くにつきましては、各方

面との折衝もいたしましたが、その面は十分に遂げられ

ておりませんので、実は今国会には出しかねるような形

になつたのであります。」 

表６ 都市計画法改正案（第4次・第5次）による高さ制限・建蔽率制限の内容 

    
建築法草案 

（1947 年） 

建築基準法

(1950 年) 

都市計画法改正案第４次案 

（1951 年） 

都市計画法改正案第５次案 

（1952 年） 

住
居
系 

用途地域 
住居 

甲種 

住居 

乙種 
住居 住居 準住居 

集合 

住宅 

住居 

専用 
住居 準住居 

高さ制限値 20ｍ 20m 13m 30m 30m   10ｍ 20ｍ 

建蔽率 30% 40% 
(S-30 ㎡)×

60％ 
30% 40% 50% 30% 

40%(一般) 

50%(準防火) 

60%(防火) 

50%(一般) 

60%(準防火)

70%(防火) 

容積率 60% 120% ― ― ― ― ― ― ― 

商
業
系 

用途地域 
商業 

甲種 

商業 

乙種 
商業 店舗 商業 業務 準商業 商業   

高さ制限値 40ｍ 31m 20m 31m 31m 20ｍ 31ｍ   

建蔽率 70% 60% 70% 60% 70(90)％ 70(90)％

60%(一般) 

70%(準防火) 

80%(防火) 

70%(準防火) 

80%(防火) 
  

容積率 420% 240% ― ― ― ― ― ― ― 

工
業
系 

用途地域 
工業 

甲種 

工業 

乙種 
準工業 軽工業

普通 

工業 
重工業

家内 

工業 
準工業 工業 

高さ制限値 40ｍ 31m 20m 31m 31m 20m 20m 31m 

建蔽率 50% 40% 
(S-30 ㎡)×

60％ 
60% 60% 60% 

50%(一般) 

60%(準防火) 

70%(防火) 

50%(一般) 

60%(準防火) 

70%(防火) 

60%(一般) 

70%(準防火)

70%(防火) 

容積率 ― 120% ― ― ― ― ― ― ― 

用
途
地
域

未
指
定

高さ制限値 ― 31m 31m 31m 

建蔽率 ― 70% 70% 

60%(一般) 

70%(準防火) 

70%(防火) 

出典：諸星・加藤（2005）p267を元に作成 
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４－２．1952 年改正建築基準法：耐火建築促進法

制定に伴う建蔽率制限の緩和 

1952 年に改正された建築基準法を説明する前に、

1950（昭和 25）年制定時における建蔽率制限の内

容を確認しておく。 

商業地域の建蔽率は 70％（市街地建築物法時

80％）、それ以外の地域では敷地面積から 30 ㎡を

除いた面積の 60％（市街地建築物法時、住居地域

60％、工業地域 70％）と規定され、建蔽率は市街

地建築物法より強化されていた（法第55条第１項）。 

ただし、緩和規定も設置されており、防火地域内

の耐火建築物もしくは角地に立地する建築物は＋

10％、両方の条件を満たす場合は＋20％緩和され、

商業地域では最大 70％→90％まで緩和されること

とされた（法第55条第２項）。 

もともと、この建蔽率強化に対しては、制限が厳

しすぎるとの批判があり、建築基準法制定時の国

会審議等で既に指摘されていたが14、制定から間も

なく再びこの議論が再燃することになる。 

法制定から２年後の 1952（昭和 27）年２月の参

議院建設委員会において、建蔽率の緩和を求める

質問が出されるが、建蔽率制限は都市計画に関わ

る事項であるため、都市計画法の改正に併せて実

施すると国側は答弁している15。しかし、前述のと

おり、当時検討されていた都市計画法改正案が頓

挫したために、建蔽率制限の見直しも見送られる

こととなった。 

しかし、同国会で成立した耐火建築促進法（1952

（昭和27）年 5月 31日公布）に併せて、建築基準

法も改正され、建蔽率制限の緩和が実現する。耐

火建築促進法は、不燃建築物の建設を促進するこ

とで、当時全国的に頻発していた大火の予防を意

                                                                 
14 大澤（2011）p102  
15 第 13 回国会・参議院建設委員会（昭和 27 年 2 月 26

日）における大村巳代治・政府委員の発言「基準法第五

十五条の規定につきまして只今の過小住宅地を成るべく

こしらえないような方針で以て規定ができておりまする

が、実地につきましては相当困難だというお話は前々か

ら聞いておりますが、それで今回のこれは都市計画法と

も関連のある問題でございますので、都市計画法の改正

をやるときに一緒にやつたら如何だろうか、というふう

に考えておるわけであります。」 

図した法律である16。この法律の附則の中で、建築

基準法が改正され、１）商業地域かつ防火地域内

における耐火建築物を対象とする建蔽率制限の適

用除外措置の追加（法第 55 条第１項の変更)とと

もに、２）住居・工業地域かつ防火・準防火地域

における建蔽率制限の－30 ㎡規定の適用除外措置

が新設された（法第55条第２項の新設)。 

まず、法第55条第１項の変更について見てみる。

従来、建蔽率制限の適用除外対象建築物は、「巡査

派出所、公衆便所、公共用歩廊」等に限られてい

たが、「商業地域内で、且つ、防火地域内にある建

築物で、主要構造部が耐火構造のもの」が追加さ

れた（法第 55 条第１項第１号）。改正前における

建蔽率の緩和上限は＋20％（防火地域内の耐火建

築物かつ敷地が角地である場合）であり、商業地

域でも 90％であったが、商業地域内かつ防火地域

内の耐火建築物であれば、この上限が撤廃され、

建蔽率100％まで利用可能となったわけである。こ

の緩和の根拠としては、防火地域の大半を占める

                                                                 
16 1946（昭和21）年から1952（昭和27）年までの間に、

全国で発生した大火の件数は 19 件、焼損面積は計

2,228,390㎡、損害額は約383億円であった（平成22年

版消防白書）。欧米諸都市を見ても、ロンドンは1666年

の大火、アメリカも1871年のシカゴ大火以降、目立った

大火は発生していなかったため、日本における大火の頻

出は、住生活水準の低さを象徴し、市街地の不燃化は喫

緊の課題であると認識されていた（亀井（1957）p33）。 

□建築基準法第55条（1950年当初） 

建築物の建築面積は、住居地域内、準工業地域内又

は工業地域内においては、敷地面積から三十平方メー

トルを引いたものの十分の六を、商業地域内又は用途

地域の指定のない区域内においては、敷地面積の十分

の七を、それぞれこえてはならない。但し、公衆便所、

巡査派出所、公共用歩廊その他これらに類するものに

ついては、この限りでない。 

２ 前項の規定の適用については、第一号又は第二号

のいずれかに該当する建築物に対しては、同項中「十

分の六」とあるのは「十分の七」と、「十分の七」とあ

るのは「十分の八」とそれぞれ読み替え、第一号及び

第二号に該当する建築物に対しては、同項中「十分の

六」とあるのは「十分の八」と、「十分の七」とあるの

は「十分の九」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 一 防火地域内にある建築物で、主要構造部が耐火

構造のもの 

 二 街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で、

特定行政庁が指定するものの内にある建築物 
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商業地域が高度利用の必要なエリアであることに

加えて、防火地域内の耐火建築物であれば、建蔽

率緩和による影響が小さいことの２点が説明され

ている17。 

２点目の法第55条第２項の新設であるが、住居

地域、準工業地域、工業地域における建蔽率は、

敷地面積から30㎡を減じたものの60％とされてい

たが、改正後は、防火地域または準防火地域に指

定された地域内であれば、－30 ㎡規定が適用除外

とされた。 

つまり、1952 年法改正は、建蔽率緩和をインセ

ンティブとして、防火・準防火地域の指定区域の

拡大と不燃建築物の増加を目指したものと言える

だろう。 

 

□建築基準法第55条(1952年改正)【下線部は追加事項】

 建築物の建築面積は、住居地域内、準工業地域内又

は工業地域内においては、敷地面積から三十平方メー

トルを引いたものの十分の六を、商業地域内又は用途

地域の指定のない区域内においては、敷地面積の十分

の七を、それぞれこえてはならない。但し、左の各号

の一に該当する建築物については、この限りでない。

 一 商業地域内で、且つ、防火地域内にある建築物

で、主要構造部が耐火構造のもの 

 二 巡査派出所、公衆便所、公共用歩廊その他これ

らに類するもの 

２ 住居地域内、準工業地域内又は工業地域内で、且

つ、防火地域内又は準防火地域内においては、建築物

の建築面積は、前項の規定にかかわらず、敷地面積の

十分の六以内とすることができる。 

＜第３項は略＞※上記第２項の追加に伴い、従来の第

２項が第３項に移行 

 

４－３．1957 年改正建築基準法：住宅金融公庫法

改正に伴う建蔽率制限の緩和 

1957（昭和 32）年にも、不燃建築物の建設促進

を目的として建蔽率制限が緩和される。同年５月

15 日に住宅金融公庫法が改正され、高層不燃化を

                                                                 
17 田中（1952）p12-13「防火地域及び準防火地域内では

土地の高度の利用が必要であり、且つ、防火に関する制

限が他の地域に比して特に厳であるから、この実情を考

慮して或る程度の緩和が計られ、特に防火地域内でその

殆んどを占める商業地域内の建築物で主要構造部が耐火

構造のものについては、従来最大90％迄の建蔽率を認め

たものを建蔽率の制限を撤廃したのである。」 

促進するために、中高層耐火建築物への融資措置

が設置された。これに併せて建築基準法も改正さ

れ、市街地中心部における耐火建築物の建設促進

を目的として、建蔽率制限の緩和の適用要件が緩

和されることになる。 

従来、防火地域内の耐火建築物は、用途地域に

関わらず建蔽率が１割緩和されたが、改正後は、

防火地域外であっても、商業地域かつ準防火地域

内に建つ耐火建築物であれば緩和の対象に加えら

れることになった（法第 55 条第３項の変更）。既

に1952年法改正により、商業地域かつ防火地域内

の耐火建築物は建蔽率 100％まで認められていた

ことから、そのバランスから見ても商業地域かつ

準防火地域における１割の緩和は妥当であるとの

判断に基づく措置であった（表７）18。 

 

表７ 建蔽率の緩和の度合い（下線部は改正により追加） 

用途地域 防火地域 準防火地域 

商業地域 

70％ 

＋30％ 

（55条 1項） 

＋10％※ 

（55条 3項） 

商業地域以外 

60％ 

＋10％※ 

（55条 3項） 
― 

※角地で特定行政庁が指定した場所であれば、さらに＋10％と

なる。 

 

□建築基準法第 55 条第３項（1957 年改正）【下線部は変

更箇所】 

３ 前二項の規定の適用については、第一号又は第二号

のいずれかに該当する建築物に対しては、これらの項中

「十分の六」とあるのは「十分の七」と、「十分の七」

とあるのは「十分の八」とそれぞれ読み替え、第一号及

び第二号に該当する建築物に対しては、同項中「十分の

六」とあるのは「十分の八」と、「十分の七」とあるの

は「十分の九」とそれぞれ読み替えるものとする。 

一 商業地域内で、且つ、準防火地域内にある建築物

で、主要構造部が耐火構造のもの又は商業地域外

で、且つ、防火地域内にある建築物で、主要構造

部が耐火構造のもの 

二 街区の角にある敷地又はこれに準ずる敷地で、特

定行政庁が指定するものの内にある建築物  
                                                                 
18 小宮（1957）p61「耐火建築物であれば一割程度の割

合の緩和を行つても防災上さしつかえないと考えられる

ので、これを緩和し、この地域内における耐火建築物の

建築の促進の必要性に即応させようとするものであるが、

一面また現行法で、商業地域内で、かつ、防火地域内に

ある耐火構造の建築物ではその割合が十割となつている

のとくらべて、きんこう[原文ママ]もとれることとなる

のである。」 



57土地総合研究 2011年夏号

 

４－４．1959年改正建築基準法 

（１）建蔽率制限の緩和：狭小宅地の救済措置 

1959（昭和 34）年４月24日に改正された建築基

準法でも建蔽率制限が変更され、住居地域、準工

業地域、工業地域における－30 ㎡規定の適用除外

措置が緩和された（法第 55 条第２項）。これまで

－30 ㎡規定の適用除外措置の対象は、防火地域ま

たは準防火地域内の建築物のみであったが、改正

後は、過小宅地においてやむを得ないと特定行政

庁が認めた場合も除外されることになる19。この改

正の背景には、1950 年代後半に入り、建蔽率制限

に違反した過小宅地の存在が問題になっていたこ

とがあった20。 

                                                                 
19 この時の改正では第 55 条第 1 項も変更されており、

建蔽率制限の適用除外対象として、「公園、広場、道路、

川その他これらに類するものの内にある建築物で安全上、

防火上及び衛生上支障がないもの」（第3号）が追加され

ている。 
20 海谷（1959）p67「敷地面積から三十平方メートルを

引いたものの十分の六以内となっているが、この制限は、

既成市街地で家屋が密集しており土地の価格も高価な所

などでは厳しい制限であり、また、違反も多い。」 

防火地域･準防火地域外においても－30 ㎡規定

の適用除外が認められることになったものの、で

きるだけ防火地域・準防火地域での指定を前提と

し、それ以外の地域に指定する際も、「真にやむを

得ない場合」に限るとの通達が示されていた21。 

 

□建築基準法第 55 条第２項（1959 年改正）【下線部は

変更箇所】 

２ 住居地域内、準工業地域内又は工業地域内で、か

つ、防火地域内若しくは準防火地域内又は過小宅地が

多い等土地の状況に因りやむを得ない場合で特定行

政庁が建設大臣の承認を得て第二十二条第一項の市

街地の区域について指定する区域内においては、建築

物の建築面積は、前項の規定にかかわらず、敷地面積

の十分の六以内とすることができる。 

                                                                 
21 建設省通達「建築基準法の一部を改正する法律の公布

について」（昭和34年 5月 29日）「住居地域、準工業地

域又は工業地域内で、過少宅地が多い等土地の利用によ

りやむを得ない場合で特定行政庁が建設大臣の承認を得

て、指定する区域内については、防火地域内又は準防火

地域内と同様に、建築面積の敷地面積に対する割合を10

分の6以内とすることができることに改めたものである

が、適用に当つては、防火地域又は準防火地域の指定を

一義的に考慮することとし、本地域の指定は、真にやむ

を得ない場合に限つて行うものとする。」 

表８ 1950年代における建蔽率制限の例外規定の変遷（下線部は変更箇所） 

 1950(昭和 25)年 

制定当初 

1952(昭和 27)年 

改正時 

1957(昭和 32)年 

改正時 

1959(昭和 34)年 

改正時 

住居・準工業・工業 

地域 
（S－30 ㎡）×60％  S：敷地面積 

商業地域 80％ 

例
外
規
定 

建蔽率制限の

適用除外 

（法 55 条 1 項） 

― 
1）商業地域内かつ防火

地域内にある耐火建築物

1）商業地域内かつ防火地

域内にある耐火建築物 
1）商業地域内かつ防火地

域内にある耐火建築物 

公衆便所、巡査派出

所、公共用歩廊等 

2）公衆便所、巡査派出

所、公共用歩廊等 

2）公衆便所、巡査派出所、

公共用歩廊等（1 項 2 号） 

2）公衆便所、巡査派出

所、公共用歩廊等 

― ― ― 

3）公�、�場、��、�等の

内にある建築物で��・防

火・�����が�い�の 

敷地面積 

－30 ㎡規定の

適用除外 

（法 55 条 2 項） 

― 

住居・準工業・工業地域

内かつ防火・準防火地域

内における敷地面積‐30

㎡規定の適用除外（2 項）

住居・準工業・工業地域内

かつ防火・準防火地域内に

おける敷地面積‐30 ㎡規定

の適用除外 

住居・準工業・工業地域内

かつ防火・準防火地域・�

��地が�い区域内にお

ける敷地面積‐30 ㎡規定

の適用除外 

建蔽率制限の

適用緩和 

（法 55 条 3 項） 

※1950 年制定

時は第 2 項 

以下のいずれかに該当する場合は＋10％、両方に該当する場合は＋20％ 

1）防火地域内の耐火

建築物 

 

1）防火地域内の耐火建

築物 

 

1）商業地域内かつ準防火

地域内、または商業地域外

かつ防火地域内にある耐

火建築物 

1）商業地域内かつ準防火

地域内、または商業地域

外かつ防火地域内にある

耐火建築物 

2）街区の角地等で特

定行政庁が指定する

敷地内の建築物 

2）街区の角地等で特定

行政庁が指定する敷地内

の建築物 

2）街区の角地等で特定行

政庁が指定する敷地内の

建築物 

2）街区の角地等で特定行

政庁が指定する敷地内の

建築物 
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これまで見てきたように、建築基準法制定から

10 年の間に、３回にわたり建蔽率制限の特例措置

の緩和が行われた。緩和の内容は、１）防火地域・

準防火地域における耐火建築物の特例措置の拡充

と、２）建蔽率制限に違反した都市部の過小宅地

に対する適用除外措置の拡充の２つに大別される。

つまり、1950 年代の建蔽率制限の特例措置の緩和

は、高層不燃化の促進と狭小宅地の救済に眼目が

あったと言えるが、結果的に実質容積率が緩和さ

れたわけである22。 

 

(２)高さ制限の緩和：特例措置の緩和 

1959 年改正建築基準法では、建蔽率制限だけで

なく、高さ制限の規定も変更されている。しかし、

高さ制限値自体の変更ではなく、用途地域におけ

る絶対高さ制限の特例措置（法第57条）と、前面

道路幅員による高さ制限の特例措置（法第58条）

の緩和が行われた（表９）。 

 

①用途地域による絶対高さ制限の特例措置の緩和（法

第57条） 

用途地域における絶対高さ制限（住居地域20ｍ、

商業地域31ｍ）の適用除外の許可に際しては、「建

築物の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地

があつて、通行上、安全上、防火上及び衛生上支

障がない」と特定行政庁が認める必要があった（法

57条１項１号）。許可の前提として、空地の存在が

要求されたわけであるが、改正後の条文は、「建築

物の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地が

ある場合等であつて」に変更されている。つまり、

空地の存在は、必ずしも許可にあたっての必要条

                                                                 
22 この点について、大河原春雄・東京都建築局指導部長

（当時）は、「建蔽率による制限は都市の防災的意味も勿

論あるが、本来は都市の面積に対する建築物の容積制限

でなければならない。建築物の不燃化によつてこれを緩

和して行くのは少々おかしい。建築物の不燃化を促進す

るため他の制限を緩和する気分は了解できるが徒らに緩

和のみに走つてはならない。」（大河原（1958）p4）と述

べ、不燃化を目的とした建蔽率制限の緩和に一定の理解

は示しつつも、本来は容積率制限により対応していくべ

きであると指摘している。 

件ではなく、建物全体の容積率が小さい場合のよ

うに都市計画的配慮が為されている場合には緩和

が認められることになったわけである23。 

 

②前面道路幅員による高さ制限の特例措置の緩和（法

第58条） 

前面道路幅員による高さ制限は、斜線制限と絶

対高さ制限の２つがあり、前者は 1：1.5（住居地

域は1：1.25）の斜線勾配による制限、後者は前面

道路幅員の 1.5 倍（住居地域は 1.25）に８ｍを加

えた高さを限度とする制限である。 

改正前は、たとえ用途地域の絶対高さ制限の適

用除外（法第 57 条）を受けた建築物であっても、

前面道路幅員による高さ制限はそのまま適用され

ていた。しかし、この改正により、用途地域の絶

対高さ制限の特例許可を受けた建築物は、道路幅

員による＋８ｍの頭打ちの制限も適用が除外され

ることとなったのである（法第58条第４項の新設）。

ただし、斜線制限については緩和の対象外であり、

従来通り適用されることとなっている。 

さらに、用途地域の絶対高さ制限もしくは道路

幅員による頭打ち制限のどちらか一方の緩和の許

可を得た場合には、もう一方の緩和も受けたもの

と看做されることとなった。 

 

③高さ制限の緩和と容積制に関する議論 

1959年法改正では、絶対高さ制限（第57条と第

58 条）の特例措置の緩和のみにとどまったわけだ

が、この法改正が行われた年は、前身となる市街

地建築物法制定から40周年の区切りの年であった

こともあり、市街地建築物法時代から継承されて

きた絶対高さ制限の見直しや容積制導入の是非が

                                                                 
23 前川（1959）p24「基本的には用途地域における絶対

高さ制限の運用の幅を拡げる案となり、周囲に空地がな

くても、例えば全体の容積率が少い場合等には許可でき

る途を開いた。」。また、第31回国会・衆議院建設委員会

（昭和34年 3月 4日）における稗田治・政府委員の発言

「第五十七条、これは高さの限度についての規定でござ

いますが、これの改正につきましては、現行法のただし

書きと同等程度の効果を有し、都市計画上支障のないも

のについても、例外規定を適用できるよう改めたもので

あります。」 
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議論されていた24。以下では、主な論点を見てみる。 

この法改正が審議された参議院建設委員会に参

考人として招致された内藤亮一・横浜市建築局長

（当時）は、都市計画の問題は難しい面があると

前置きしつつも、改正案の高さ制限と空地制限の

規定では根本的な解決がなされていないと指摘し

ている25。 

                                                                 
24 前川（1959）p24「建築の構造技術が進歩したことを

理由にこの制限を緩和せよという意見と建築物の容量の

増加に対する道路その他の都市施設の不十分なことによ

る都市計画的な見地からの緩和に反対という意見とが相

当激しく対立した。また別個に高さ、建ぺい率と別々の

制限ではなくこれを統合した容積率制限とすべきだとい

う理論的であるが実際化に問題のある議論もあつた。」 
25 第 31 回国会・参議院建設委員会（昭和 34 年 2 月 24

日）における内藤亮一の発言「建築物の高さと空地の規

定でございますが、正直に言って、今回の改正案は、ま

だ根本的な解決をされておらない点があるわけでござい

ます。いわば空地につきましても、高さの制限について

も、若干の緩和はされております。この高さの問題、空

地の問題は、まだ今回の改正では十分――非常にむずか

しい問題で無理からぬ点もございますが――検討されて

おらない。」。なお、内藤亮一は、建設省建築指導課長と

して建築基準法制定に関わった元建設官僚である。 

同じく参考人として発言した大須賀矢薙・日本

建築家協会理事（当時）は、容積制の必要性に踏

み込んでおり、「建築物の面積と高さの制限を、全

面的に容積の規制に切りかえる」ことにより、都

心の交通混雑の緩和と、狭小敷地の統合による建

築計画の合理化を図るべきと述べている26。 

都市計画学者の高山英華も、法改正後に行われ

                                                                 
26 第 31 回国会・参議院建設委員会（昭和 34 年 2 月 24

日）における大須賀矢薙の発言「一番の大きな問題は、

建築物の面積と高さの制限を、全面的に容積の規制に切

りかえるということであります。都心の、非常に交通の

混雑しているのを緩和し、また非常に小さい敷地の統合

によっての計画が合理化するような取扱いをするという

観点からでありますが、こういう観点から処理しますの

に、非常に有利であります。プレミアム法――まあここ

で、プレミアム法と申しましたが、プレミアム法――の

精神のものを立法化していくということが望ましいと思

います。」「プレミアム法は、ある一定の敷地がありまし

て、その敷地に建てられる面積、その面積は、公共的な

パーキングだとか、あるいは歩道とかいうようなものに

利用することができるというスペースを残すということ

において、それだけのものを、上へ継ぎ足させるという

ことであります。従いまして、高さの制限、面積の制限

が、ここで根本的に変るのであります。」 

表９ 高さ制限（法第57条・第58条）の但書部分の改正前後の比較（下線部が変更箇所） 
  1950年建築基準法制定時 1959年建築基準法改正時 

用
途
地
域
に
よ
る
絶
対
高
さ
制
限 

（
法
第
５
７
条
） 

第五十七条 建築物の高さは、住居地域内においては二十

メートルを、住居地域外においては三十一メートルをこえ

てはならない。但し、左の各号の一に該当する場合におい

て、特定行政庁の許可を受けたときは、この限りでない。

一 建築物の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地

があつて、通行上、安全上、防火上及び衛生上支障がな

いと認める場合 

二 工業用の建築物その他の建築物でその用途によつて

やむを得ないと認める場合 

第五十七条 建築物の高さは、住居地域内においては二十メ

ートルを、住居地域外においては三十一メートルをこえては

ならない。ただし、次の各号の一に該当する場合において、

特定行政庁の許可を受けたときは、この限りでない。 

一 建築物の周囲に広い公園、広場、道路その他の空地

がある場合等であつて、交通上、安全上、防火上及び衛

生上支障がないと認める場合 

二 工業用の建築物その他の建築物でその用途によつて

やむを得ないと認める場合 

２ 特定行政庁は、前項但書の規定による許可をする場合

においては、あらかじめ、建築審査会の同意を得なければ

ならない。 

２ 特定行政庁は、前項但書の規定による許可をする場合に

おいては、あらかじめ、建築審査会の同意を得なければなら

ない。 

道
路
幅
員
に
よ
る
高
さ
制
限
（
法
第
５
８
条
） 

第五十八条 建築物の各部分の高さは、その部分から前面

道路の反対側の境界線までの水平距離の一・五倍以下で、

且つ、その道路の幅員の一・五倍に八メートルを加えたも

の以下としなければならない。 

第五十八条 建築物の各部分の高さは、次の各号に掲げるも

の以下としなければならない。 

一 当該部分から前面道路の反対側の境界線までの水平

距離の一・五倍 

二 前面道路の幅員の一・五倍に八メートルを加えたもの 

２ 住居地域内における建築物に対する前項の規定の適用

については、「一・五倍」とあるのは「一・二五倍」と読

み替えるものとする。 

２ 住居地域内における建築物に対する前項の規定の適用

については、「一・五倍」とあるのは「一・二五倍」と読み

替えるものとする。 

３ ＜略＞ ３ ＜略＞ 

― 

４ 前条第一項各号の一に該当する場合においては、建築物

の各部分の高さは、前三項の規定にかかわらず、特定行政庁

の許可を受けて、第一項第一号に掲げる高さ（その高さにつ

いて前項の政令で緩和された場合においては、当該緩和され

た高さ）の範囲内において、第一項第二号に掲げる高さ（そ

の高さについて前項の政令で緩和された場合においては、当

該緩和された高さ）をこえるものとすることができる。 

５ ＜略＞ 
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た座談会において、高さ制限と建蔽率の緩和では

なく、容積制の導入の必要性を指摘し、今回の法

改正では手付かずであったが、都市計画法を含め

て容積地域制の導入を図るべきとの見解を示して

いる27。また、建築家の丹下健三も容積制の必要性

を主張していたが、その内容は次章で詳細に見て

いく。 

以上からわかるように、1959 年法改正時には、

単なる高さ制限の緩和といった対症療法的な手法

ではなく、抜本的な手法の転換が必要であるとし

て、容積制の導入が議論されたものの、結果的に

導入は見送られ、高さ制限の特例措置の緩和のみ

にとどまった。 

その理由としては、１)全国的に容積制を導入す

ることは困難であり、地域によっては高さ制限と

建蔽率制限の方がわかりやすいこと、２）仮に容

積制を導入するにしても、具体的な容積率の設定

が困難であることが挙げられている28。 

つまり、容積制導入は時期尚早として実現せず、

従来規制の枠組み（絶対高さ・建蔽率制限による

容量制限）の範囲内で改正され、例外規定の緩和

により、高層化が若干容易になったたわけである。 

                                                                 
27 内田等（1960）p443における高山英華の発言「今度の

改正は容積地域とか用途地域とかいった都市計画的の方

面の改正はほとんどない。だからハッキリ云えば、そう

いうのを考えてもう一回変える時期に来ている。区画整

理法都市計画法をふくめて現在もう１回 40 年記念で大

改正するということがこの座談会の結論くらいにいって

もよい。」「東京でいえば、拡がっちゃった中にいくつか

のところにかたまりを育てて、高くするかわりにかなり

空地をとるようにする。そういうような形でやっていか

ない限りは、ただ31ｍを何米、40ｍにするとか、それか

ら建ぺい率をどうするかということだけじゃ、もう全体

の組方が変ってきているんじゃないかという気がするの

ですが。」 
28 内田等（1960）p444の前川喜寛の発言「ぼくの考えと

しては、全国的には容積制限が出て来ない。全国的に容

積制限をするというのは当然無理だろう。その必要が大

してないところでは高さと、建ぺい率の方がわかり易い。

ある部分については当然容積制限に切換えなければなら

ないということで、多少関係はあるのですが、具体的に

なかなか結論が出て来ない。400％の線が出たが、さきほ

ど 400％の規制はできるかどうかという話が出ましたが、

大問題で、下手にいじくると、逆に 600 なり、700 なり

の数字が出やしないか。いろいろなファクターから、大

体やめようという格好です。」 

５．�������容積制��� 

 

容積制導入の議論は、主に建設省や都市計画学

者を中心に行われていたが、建築家の立場から、

現行の容量制限に対して積極的に発言した一人が

丹下健三である。 

この時期の丹下と言えば、東京の抜本的な都市

構造の再編を提案した「東京計画 1960」（新建築

1961 年３月号に発表）が有名であるが、その一方

で、容積制導入の必要性や具体的な容積率制限の

提案も行っていたのである。 

 

５－１．容積制の必要性 

丹下はまず、都心における建築容量の増大によ

って、道路等のインフラと建築容量のバランスが

損なわれ、現在の交通混雑を惹き起こしていると

指摘する29。この現状認識は、３章で見た「容積地

域研究会」や「高層化研究委員会」の研究報告と

同様のものである。しかし、都市の「麻痺状態」

により、個々の「建築の価値が低下しつつある」

と述べるあたりは、建築家らしい視点と言えよう30。 

そして、都心に「麻痺状態」を生じさせた根本

の原因は現行法制度にあり、「都市の正しい発展を

阻む要因31」となっていると述べる。市街地建築物

法が制定された40年前は、自動車や鉄筋コンクリ

ート造の建築物がまだ珍しい時代であったが、都

市をとりまく環境が大きく変化している現在にお

いても、法律の実質が変更されないまま「前世紀

                                                                 
29 丹下（1960）p87「とくに大都市の都心では、限界い

っぱいの建蔽率と高さでビル建設が急速に進展している。

そうして都心地区の建築容量の絶対量は膨張してゆき、

道路等の空地面積と建築容量とのバランスが失なわれ、

それが都心部における自動車交通と駐車の麻痺状態をつ

くり出したのである。」 
30 丹下（1959）p24「現在のように空地率の少ない都心

が麻痺状態に入りつつあるということは、そこに建つ建

築の価値が低下しつつあることを物語っているのであ

る。」 
31 丹下（1959）p25「それ[引用者注：市街地建築物法]

が果してきた役割は正しく評価されるべきであろうが、

それから半世紀たった現在、逆に都市の正しい発展を阻

む要因を含むものとなっていることも顧みる必要がある

だらう。」 
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的遺物」と化していることに疑問を呈したわけで

ある32。従来の絶対高さ制限が果たした役割は正し

く評価されるべきと前置きしつつも、物法から継

承すべきであるのは 31ｍという内容そのものでは

なく、現実の逼迫した都市状況に対応しようとす

る姿勢や精神であるべきと主張した33。 

その上で、今後取るべき方策としては、「都心を

放棄するか、さもなくば、都心の価値の低下しつ

つある建築を破壊して、より価値の高い建築を再

建するか、この二者択一の決断を強いられる34」と

する。丹下の言う「より価値の高い建築」とは空

地の多い建築物を意味する。容積率制限の導入と

空地の確保による質的転換こそが「東京を死に至

る病から救うために、緊急にとられるべき第一歩

である」と丹下は考えたのである35。 

                                                                 
32 丹下（1960）p84-85「いま、40年といえば、文明の形

態も、社会の構造も、都市の環境も一変するほどの大き

な意味をもった時間である。まず当時は、自動車は珍し

がられていた時代である。飛行機などとはまた縁のない

地代であった。東京にはまだ地下鉄もなかった。ラジオ

もテレビもまだ空想の域にしかなかった。鉄とコンクリ

ートで建築をするという技術を、ようやく知った頃であ

る。その当時にできた法律が、今でもそのまま生きのび

ているということの方が不思議ではないだろうか。しか

も、この前世紀的遺物が、今なお都市計画を都市建設の

根幹になっているということに、どうして疑問をもたな

いでいられるだろうか。」 
33 内田等（1960）p440における丹下健三の発言「あの時

[引用者注：市街地建築物法制定]から40年もたって都市

も本質的な転換をしていると思います。ですからその当

時とはちがったイメージをもってしかるべきなのですが、

その間の法規の変遷をみていると本質的には何も変わっ

ていない。たとえば内田先生[引用者注：市街地建築物法

制定の中心的人物であった内田祥三]が市街地建築物法

立案に参加された気持と、それを徐々に改正していって

何かノリとハサミでつなぎ合せていこうという態度とは

非常に違っている。内田先生はその当時としては非常に

進歩的な態度で事にあたられたと思うのですが、その後

の改正は進歩的でなく現実にも合っていない、市街地建

築物法の精神からそんなに変っていないただ末節の技術

的なものになってしまって、精神というかイメージがな

い」 
34 丹下（1959）p24 
35 丹下（1959）p25「欧米の多くの都市では、戦後はや

くから、その準備をすすめ旧い建築法をこの方式に切り

かえて、都心に空地を確保し、交通動脈の通りをよくし、

都市景観の風通しをよくする上に大きな成果をあげてい

る。この建築の質的転換こそ、東京を死に至る病から救

うために、緊急にとられるべき第一歩である。」 

そのため、現行法の特例許可による 31ｍ制限の

緩和（建築基準法第57条）に対しては批判的であ

った。「制限いっぱいの建蔽率のまま、その制限を

31メートルから45メートル程度までゆるめるとい

うようなこと」では、都心地区の「絶対容量を膨

張させる結果になるばかり」であり、「ただたんに

高さの制限を緩和することが進歩的とでも思って

いるかのようである」と指摘している36。 

 

５－２．容積制の内容 

丹下は、容積率制限の目的として、地区全体の

密度を下げることと、個々の建物の形態の自由度

を上げること、の２点を挙げている37。つまり、高

さを緩和し、形態の自由度を向上させると言って

も、「横に寝ているマッチ箱の上にもう１つマッチ

箱を重ねて高くすることであってはなら38」ず、容

積率は従来と比べて抑制する必要があると考えた

わけである。具体的な容積率としては、東京でも

400％が限度としているが、根拠は示されていない
39。おそらく「容積地域研究会」や「高層化研究委

員会」における結論を踏まえたものと考えられる。 

また、小規模な敷地ほど周辺環境に悪影響を与

えることから、敷地規模に比例して容積率を割増

                                                                 
36 丹下（1960）p87 
37 内田等（1960）p445における丹下健三の発言「外国で

容積制限をしたとき、大変な反対があった。強い反対派

建築家からもおこった。容積制限には２つ目標があって、

地区全体の密度を下げることと個々の建物をより自由に

するという２つです。建築家はいまの法律によって敷地

一杯に建てたい。ところが地区の密度を下げたわけです

からそうはいかない。建築家は一時的にせよ商売が上っ

たりになるわけです。アメリカの場合ですが、そういう

こともあったようです。」 
38 丹下（1960）p87「高さの制限の解除は、建築敷地に

たいする容積率をおさえた上で、はじめて将来的なもの

なのである。横に寝ているマッチ箱の上にもう１つマッ

チ箱を重ねて高くすることであってはならない。横に寝

ているマッチ箱を縦に立てることによって ―同じ容積

の範囲内で― 周囲に空地をつくるということによって、

時代の要求にそうものとなるのである。」 
39 内田等（1960）p443における丹下の発言「容積制限し

てみてもやれる限度は東京で考えると400％程度だと思

います。100％に押えるということはむずかしい。400％

程度だとポツポツ建っている状態じゃ決してなくいまの

丸ノ内くらいのこみ方に近いものですよ。」 
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させる敷地規模別の容積率制限を提案している点

も大きな特徴である。例えば、敷地面積 300 ㎡の

時は容積率 300％、500 ㎡では 350％、1,000 ㎡以

上では400％のように、大規模敷地ほど有利にする

ことで、敷地集約化が期待できると述べている40。 

 

 

６．東京都に�る容積制の�� 

 

４章で述べたように、1959（昭和 34）年の建築

基準法改正での容積制の導入は、時期尚早として

見送られたが、容積制を望む東京都は、独自に容

積制の実現に向けた取り組みを行っている。 

 

６－１．現行法に対する東京都の現状認識 

東京の都市計画行政に最も影響力のあった山田

正男・東京都首都整備局長（当時）は、今後、市

街地の高度利用が進むと、交通混乱による都市機

能の麻痺を惹き起こす懸念があるため、道路、公

園等の公共施設と建築容積との関係を踏まえて、

合理的な土地利用構成を検討すべきと述べている
41。その上で、建築容積と道路等の公共施設との合

理的な関係に基づく土地利用構成（容積計画）を

                                                                 
40 内田等（1960）p441における丹下健三の発言「衛生だ

とか採光だとか防火というような条件からいっても、300

㎡に9割かける場合とあるいは1000㎡の土地に9割かけ

る場合とでは、他に及ぼす迷惑のかかり方は、300 ㎡に

９割かけたもののほうが大きいと思います。そういう意

味で容量制限に切換えてゆく場合300㎡の敷地に対して

は容量は 300％、500 ㎡は 350％、1000 ㎡以上だったら

400％までとか何かそういう敷地の大きさによってボリ

ューム制限をやってみる。それも１つの方法かもしれま

せん。何かそういう法律的な方法を通じて、敷地をまと

めた方がよいという条件を作り上げていくことが必要で

しょう。」 
41 山田・鈴木（1957）p743「現状の如く、市街地住宅地

の利用が次第に高度化されてくると既存の街路では交通

需要を充足し得なくなり交通混乱から都市機能は低下す

る。このことは現在は勿論、将来建築物の容積の増大に伴

って何度でも都市改造が必要となり禍根を累積すること

になる。街路の配置、幅員等は少くとも交通量に相関し、

交通量は少くとも土地の用途容積に相関すべきである。

(中略)ここで提案したいことは、土地利用構成としては街

路、公園等の公共空地と共に宅地内の空地をも含めた市街

地宅地と建築面積上に立つ建築容積との関係が合理的相

関性により確立すべきであるということである。」 

担保する手段として「容積地域制度」の必要性を

主張している42。 

そして東京都は、容積制実現の布石として、国

や関係団体に対して積極的に働きかけていく。 

 

６－２．容積制に関する関係学会等への諮問［1960年］ 

1960（昭和 35）年 12 月 17 日、財団法人都市計

画協会、日本都市計画学会、日本建築学会の３団

体に対して、「容積地域制等の採用について」と題

する諮問を行っている43。 

この諮問の中で、「絶対高建ぺい率及び空地地区

による制限のみでは適切な土地利用計画に基く容

積規制は不可能」であるため、「現行法上許容され

る建築容積に対して道路公園上下水道等の都市計

画施設の整備がおいつけない」と指摘した上で、

「用途地域のいかんにかかわらず、建ぺい率及び

延べ面積率を併用する容積地域制を採用すべき」

と容積制の必要性を訴えている44。 

 
６－３．容積制採用を求める国への意見書［1961年］ 

1961（昭和 36）年３月29日には、東京都議会議

長から、内閣総理大臣、自治大臣、大蔵大臣、建

設大臣、首都圏整備委員会委員長に宛てて、大都

市における容積地域制の導入を求める意見書が提

出された（首都における都市計画事業の推進方に

関する意見書）。 

同日には、東京都知事からも建設大臣宛に同趣

旨の意見書が提出されている（建築基準法の改正

に対する要望並びに住指発第29号による照会に関

する意見について）。この意見書には、具体的な提

案事項が盛り込まれており、１）特例として大都
                                                                 
42 奥田・井上・平出等（1959）における山田正男（東京

都首都整備局長・当時）の発言「今後の都市計画は、特

に道路についてでございますが、建築物の容積との密接

な関連において立案しなければいけない、こういうふう

に思うわけでございます。言いかえますならば、建築物

の容積を一つはっきりしたい、初めからきめてかかりた

い、容積地域制度を切望するわけでございます。」 
43 ３団体への諮問事項としては、「１．容積地域制の採

用について」のほか、「２．緑地地域の検討について」「３．

駐車場法の改正について」も含まれていた。 
44 諮問に対する答申は、特定街区制度の創設後に提出さ

れているため、その内容は次回説明する。 
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市における容積地域制の採用、２）具体的な指定

容積率、指定建蔽率のメニュー、３）機械室や車

庫等の附属施設の容積率への不算入、４）商業地

域における高さ制限値の緩和、５）一定規模以上

の敷地・空地を有する敷地における高さ制限・容

積率制限の緩和、６）商業地域における道路幅員

による斜線制限の適用除外、７）総合設計による

一団地の建築物については一団地を一街区とみな

すこと、の７点が示されている。 

東京都が提案した容積率のメニューは、住居地

域が 250％、商業地域 700％、その他の地域 400％

を上限としている（表10）。この数値が地階部分も

含むものか否かは明記されていないが、当時、既

に地上容積率 1,000％程度の建物が建設されてい

たことを考えると（２章表２、図９参照）、実質的

な容量制限の強化であることがわかる。 

また、この都の提案では、絶対高さ制限を存置

しており、商業地域では 31ｍから 45ｍに緩和し、

その他は現行規制のままとしている（住居地域は

20ｍ、住居地域・商業地域以外は31ｍ）。 

45ｍの根拠は明示されていないが、既に特例許

可により建設されていた建物の高さが 45ｍ程度で

あったことが考えられる（２章表２参照）。また、

容積率 700％、建蔽率 50％（商業地域における建

蔽率の最低値）とすると、階数は 14 階（700÷50

≒14 階）となるため、階高を約３ｍと仮定した場

合、概ね45ｍになる（14階×３ｍ≒45ｍ）。 

また、一定規模以上の敷地と空地を持つ場合は、

高さと容積率制限を緩和する方法を提案している

点も特徴的である（５章で見たように、丹下健三

も同様の提案を行っている）。これは、高さと容積

率の割増をインセンティブとして、敷地の統合と

空地の増加を促すことを意図したものと言える。 

 

 

 

 

 

 

��高��������建������45 

 

上記のような、高さ制限見直し･容積制導入に関

する議論の一方で、高層化を可能とする建築技術

の進展も、高さ制限見直しの機運を高めることに

大きく寄与している。 

高層建築物の建築可能性を高めたのは、地震デ

ータを収集する強震計の開発と、そのデータを解

析する電子計算機の発達である。これらの技術開

発により地震が建築物に与える影響を明らかにす

ることが可能になった。 

1953（昭和 28）年には、強震計委員会（高橋竜

太郎委員長）が立ち上がり、地盤の振動や建築物

の応答加速度を観測するSMAC強震計が開発された
46。この強震計は、まず大阪第一生命ビル、鉄道会

館、東急会館（渋谷東急デパート）、東京都庁舎等

の高層ビルに設置され、その後、全国のビルに設

置されるようになった。 

前述の日本建築学会の「高層化研究委員会」の

報告（1955 年）によると、当時の技術的な建設可

能階数は20階建て程度とされていた。しかし、十

河信二・国鉄総裁（当時）が、東京駅丸の内駅舎

の24階建への建替えを公表したことをきっかけに、

超高層化の実現可能性が検討されることになる

（図10が東京駅建替え計画の模型）47。 

1959（昭和 34）年度から1961（昭和36）年度ま

での３ヵ年をかけて、日本建築学会と日本鉄道協

会内に設置された「建物の適正設計震度研究委員

会」（武藤清委員長）において、ラックという真空

管式アナログコンピューターによる地震応答解析

が行われた。 

これと並行して、1960（昭和 35）年度の第１回

東洋レーヨン科学技術助成研究として、武藤清を

                                                                 
45 武藤（1963）p10-12、武藤（1986）p23-28、大橋（1993）

p274-276 
46 SMAC は、強震計委員会の名称である Strong Motion 

Accelerometer Committeeの頭文字をとったものである。 
47「十河さんの二十四階建計画は、裏側の八重洲口鉄道

会館が十二階建だから、天皇陛下をお迎えする表側はそ

の倍にしろいう程度の構想だったらしい。」（毎日新聞

1962（昭和37）年8月 10日朝刊記事） 

表10 東京都が提案した容積率等 

用途地域 建蔽率 容積率 
絶対高さ

制限 

住居地域 20％～60％ 20％～250％ 20ｍ 

商業地域 50％～80％ 700％以下 45ｍ 

その他の地域 40％～60％ 400％以下 31ｍ 

出典：「建築基準法の改正に対する要望並びに住指発第29号に

よる照会に関する意見について」（東京都首都整備局都市計画

第一部（1963）所収）を元に作成 
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研究代表者とする「近代高層建築の強震に対する

反応解析と動的設計法に関する研究」が採択され、

1961（昭和36）年４月より研究が開始された48。同

年 12 月には、「強震応答解析委員会」において電

子管式非線形アナログコンピューターである

SERAC(Strong Earthquake Response Analysis 

Computer)が開発された49。当時、強震計が全国に

設置されていたとはいえ、国内で大きな地震加速

度記録が得られていなかったことから、1956 年埼

玉地震と1961年釧路地震の記録を４倍に拡大した

ものとアメリカのエルセントロ地震の波形を用い

て、SERACによる地震応答解析が行われた。鉄筋コ

ンクリート造４階建、鉄筋コンクリート造８階建、

鉄筋コンクリート造 25 階建、鉄骨軽量被覆 25 階

建の４種類の建物の揺れ方を解析した結果、従来

の鉄筋コンクリート造（剛構造）ではなく、鉄骨

造（柔構造）を用いた場合は、25 階建の方が、低

い建物より大地震に対しては有利であるとの結論

が示された50。 

その後、東京駅丸の内駅舎高層化計画は立ち消

えとなったものの、この一連の研究に基づき確立

された耐震理論は、従来の「観念的耐震構造法」

から科学的根拠に基づく「数量的設計法」へと発

展する礎となる51。 

                                                                 
48 この研究は1967（昭和42年度）まで続けられている。 
49 強震応答解析委員会（1962）p1 
50 武藤等（1962）p52-53 
51 武藤（1966）p160 

さらに、耐震構造技術以外にも、高速エレベー

ターの開発、建設資材の開発（高張力Ｈ型鋼の量

産体制の確立、砂利より軽い人工軽量骨材の開発）、

施工技術の向上による工期の短縮（電子計算機に

よる工程管理の作成、タワークレーンなど大型建

設諸機械の開発、建設諸資材のプレハブ化）等も

高層建築物の建設を後押しすることとなった52。 

 

 

８．��� 

 

８－１．1950年代における議論の経過 

1950 年代は、絶対高さ制限と建蔽率制限による

容量制限の見直しが各方面で議論され、容積制導

入の必要性が醸成されていった結果、1961（昭和

36）年の特定街区創設へとつながっていく。この

10 年間に展開された容積制導入に関する議論の経

過は、以下のように整理できる。 

 

１）都市部への人口集中に起因するオフィスビル

需要と建物容積の増大が、建物の床面積と道

路・公園等の都市施設との需給バランスの不

均衡をもたらし、交通混雑や空地不足等の都

市問題を惹き起こしていると認識されていた。

建物単体を見ても、都心部では容積率が

1,000％を超える建物も少なくなく、絶対高さ

制限下（31ｍ）で高容積化が進んだ結果、建

蔽率の増大、階高の縮小、地下部分の増加を

促し、建物の質を劣化や建設コスト増といっ

た問題が生じていった。 

２）こうした状況に対処するために、1950 年代の

初め頃から、本格的な容積制の研究がはじま

り、日本都市計画学会や日本建築学会による

研究では、現行の絶対高さ制限と建蔽率制限

による容量制限が批判され、直接的な容量制

限の必要性が指摘されるようになる。現行法

制度が許容していた容積率が 1,000％程度で

あったが、日本都市計画学会の「容積地域に

                                                                 
52 図師（1967）p59、日本建築学会編(1972) p131 

図10 東京駅丸の内駅舎高層化計画案の模型 
（出典：建築春秋1962年 10月号 p5）
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関する研究会」では 450％、日本建築学会の

「高層化研究委員会」では300～400％程度が

限度であるとされた。 

３）容積制の必要性自体は共有されるようになっ

たものの、容積率の設定等の具体的な手法の

合意が図れる段階には至らず、1950年代にお

ける法改正は、絶対高さ制限と建蔽率制限の

運用面での改善といった微修正にとどまった

（1952年、57年、59年の３回の改正）。これ

らの改正では、建築物の高層不燃化の促進や、

都心部における開発圧力の高まりに対処する

必要から、従来の高さ制限及び建蔽率制限の

特例措置の緩和が行われ、むしろ実質的な許

容容積率が膨張して行くことになる。1950（昭

和25）年の建築基準法は計画論的な観点から

建蔽率の強化が行われ、また、1950年代を通

じて容積率は抑制すべきとの論調が中心であ

ったにも関わらず、実態としては容積率の緩

和へと傾斜していったわけである。 

４）こうした現状追認的な法改正に対して、抜本

的な法改正と容積制の導入を求める意見が、

関係学会だけでなく、東京都や建築家の丹下

健三からも示され、それぞれ具体的な制度内

容が提案された（東京都は700％、丹下400％

等）。 

５）容積制導入の議論が主に都市計画的な側面か

ら展開される一方、同時期に高層化を可能と

する建築技術が進展し（耐震構造技術、エレ

ベーター技術、建設資材等）、容積制実現の推

進力となった。 

 

８－２．現行法制度の問題点と見直しの方向性 

最後に、1950 年代に認識されていた現行法制度

の問題点と、その見直しの方向性について整理し

ておきたい。 

 

(１)現行法制度の問題点 

現行の絶対高さと建蔽率による容量制限の問題

点としては、①規制の種類が限定的（単純）であ

ること、②間接的な容量制限であること、③許容

容積率が過大であること、④形態の自由度が限定

されていること、の４点が指摘されていた。 

 

①限定的な規制の種類 

現行制度の問題点の一つは、用途地域の種類・規

制内容が限定的なことである。用途地域が住居、

商業、準工業、工業の４種類、高さ制限は20ｍ（住

居）と 31ｍ（住居以外）の２種類、建蔽率は敷地

面積から30㎡を除いた60％（住居、準工業、工業）

と70％（商業）の２種類しかなかった。そのため、

都心であろうと郊外であろうと商業地域は一律高

さ31ｍ、建蔽率70％に規制され、個別の地域状況

にきめ細やかに対応できるメニューとはなってい

なかったのである。 

用途地域を補完するオプション制度として、高度

地区（高さの最高限度と最低限度の制限）53や空地

地区（住居地域における建蔽率の制限）等が存在

し、地域特性に応じたきめ細かい容量制限が可能

とされていたものの、ほとんど活用されていない

状況にあった。また、建築基準法制定直後に策定

された都市計画法改正案では、用途地域の細分化

が検討されていたことからも、メニューの詳細化

の必要性が認識されていたことがわかる。 

 

②間接的な容量制限手法 

仮に用途地域のメニューを詳細化しても、容量制

限の根本的な問題は解消されない。なぜなら、現

行の絶対高さ制限と建蔽率制限による容量制限は、

                                                                 
53 当時、最高限度高度地区の指定は伊勢市のみであり、

高さの最低限度を定めるものがほとんどであった。1957

（昭和32）年に建設省通達「高度地区の指定について」

が発出されるが、主に高層不燃化を目的とした高さの最

低限度の高度地区を念頭に置いた通達であった。しかし、

高さの最高限度を定める高度地区の指定の考え方も提示

されており、指定の対象区域として、「建築密度が過大と

なるおそれのある市街化の区域」で、｢イ 商業地域内の

交通その他の都市機能が低下するおそれのある区域｣も

しくは｢ロ 住居地域内の適正な人口密度及び良好な居

住環境を保全する必要のある区域｣が示された。前者が、

都市インフラと建物容量とのバランス確保を目的とした

容量コントロールとしての高度地区、後者が、住宅地の

環境を保全するための高度地区と見ることができる。し

かし、実際に最高限度高度地区の指定が進むのは 1960

年代半ば以降であった。 



土地総合研究 2011年夏号66

 

あくまでも間接的な容量制限手法であるためであ

る。 

これは、市街地建築物法制定当初から指摘されて

いた点であり、絶対高さ制限は容量制限としては

間接的かつ便宜的な手法と認識されていた54。しか

し、法制定の段階では研究が十分なされていなか

ったこともあり、容積率制限を選択することがで

きなかったのである。また、当時は高層・高密な

建築物が少なく、間接的な容量制限手法でも十分

に対応可能であった55。 

しかし、戦後の都心部における人口･機能の集中

により、建物の高容積化や空地不足といった問題

が顕在化した結果、容積率による直接的な容量制

限の導入が求められるようになったわけである。 

 

③過大な許容容積率 

現行法に基づく許容容積率が過大であることも

問題点として挙げられていた。例えば、商業地域

内かつ防火地域内における耐火建築物は、建蔽率

は 100％まで建設可能であったことから、高さ 31

ｍの範囲内で容積率 1,000％以上のものが許容さ

れていた。また、絶対高さ制限の緩和が適用され

れば、さらに大きな床面積を有する建築物も建設

可能であり、実際に1,300％を超えるビルも許可さ

れていた。都心部においては450％程度が限度であ

るとの「容積地域に関する研究会」による研究結

果から比較してみても、過大な容積を許容してい

ると認識されていたわけである。 

許容容積率が過大であると言われながらも、実際

の法律は緩和の方向へ進み、1950 年代の建築基準

法の改正で高さ制限と建蔽率制限の特例措置が緩

和された結果、実質的な許容容積率は拡大されて

いくことになる。 

 

④限定的な形態の自由度 

現行法制度の問題点の４つ目は、絶対高さ制限が

                                                                 
54 大澤（2011）p95-96、笠原（1930）参照。 
55 入沢（1952）p5「高さの制限は守られている、という

より民度の低さのしからしめる木造低層建築物が高くな

りえないという方が適切かも知れない」 

あることで、形態の自由度が制限されることであ

る。当時、絶対高さ制限の範囲内で、床面積、階

数を詰め込もうとする無理な形状の建物が増加し

た結果、空地の減少や内部空間の質の低下（平面

プランの問題等）といった問題が生じていた。ま

た、地価高騰による建設コストの増加に加えて、

地下部分の建設費が地上部分と比べて割高なこと

もあり、絶対高さ制限はビル建設の事業性に大き

く影響していた。 

また、現行の絶対高さ制限は、都市の将来像に基

づいて設定されたものではなく、むしろ新しい都

市像の実現の妨げになるとの指摘もあった56。つま

り、絶対高さ制限の存在は、高容積化してきた都

市にとっては足かせと認識されつつあったのであ

る57。 

 

(２)現行法改正の方向性 

以上のように、現行法制度の問題点が指摘される

と同時に、高層建築物の建設技術が進展したこと

もあいまって、高さ制限の見直しの動きが本格化

していくことになる。 

 

 

                                                                 
56 入沢（1961）p518「空間の自由な設計からみれば、地

域制はめいわくなものであり、またそれが融通のきかな

い規則であると考えられがちである。将来の都市像とか

けはなれていれば、かえって都市設計の害になるであろ

う。高さの制限が31ｍとか20ｍとかにおさえられている

のは、今日の建築技術の進歩、また都市の将来像からみ

て、いまでは必然性がないように思われる。」。 
57 浅田（1958）p21「現在の高度制限は別に特別な調査

や技術的結論や、都市造形的な観点から慎重に検討した

結果というよりは、むしろただ何となく昔の建築物法の

名残りを受けついだもので、地震国であるという漠然と

した前提の下に、旧い時代の都市景観統一についてのセ

ンスに止まっている。もし私的企業であれ公的施設であ

れ制限一ぱいに建てれば軒線がソロって街路景観が街と

しての風格をもつという程度の素朴なものである。昔は

別として今日では都市の市民生活の直面してる問題はビ

ルの軒線の統一とは何の関係もない段階である。今日の

都市は近代的な生産力の産物と市民生活とをいかに調和

させるかというより、根本的なスケールの大きい問題に

直面している。自動車の一パイツマった巾せまい街路の

スカイラインの統一などというセンチメンタルな問題な

どにかまっていたのでは市民の生活そのものが都市の中

で失われるかもしれない段階に来ているのだ。」 
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①容積率制限の採用 

この時期に提案された絶対高さ制限の見直しの

方向は、高さ制限の緩和と容積率制限（敷地面積

に対する延面積の割合）の採用であった。高さ制

限を緩和し、建物の形態の自由度を向上させる代

わりに、床面積を直接的にコントロールする方法

が望ましいとされたわけである。つまり、高さ制

限による「間接的な容量制限」から、容積率によ

る「直接的な容量制限」への転換が示されたので

ある。 

しかし、そもそも、敷地面積に占める延床面積の

割合で制限する容積率制限は「直接的な容量制限

手法」として妥当なのであろうか。 

東京都首都整備局が 1963（昭和 38）年度に作成

した報告書「高層建築物の増加傾向とその社会的

費用の実態」では、1956（昭和31）年から1961（昭

和 36）年にかけての東京都全域における建物床面

積と自動車交通量を調査し、概ね比例関係にある

ことを示している。この報告書では、両者の因果

関係までは明らかにされていないものの、容積率

制限（床面積の制限）は、建築物と都市施設の容

量のバランスを確保する手段として、ある程度合

理性の高いものと認識されていたと言えるだろう

（２章の図４参照）58。 

 

②容量制限の強化と形態の自由度の向上 

容積率制限の「手法」としての合理性に加えて問

題になるのが、「制限内容」の合理性である。 

絶対高さ制限下の許容容積率が過大であった点

が問題視されていたことからわかるように、容積

率制限の導入の眼目は、「建物の容量（床面積）の

緩和」ではなく、「高さ制限の緩和による形態の自

由度の向上」にあった。それゆえ、容積率の設定

                                                                 
58 奥田・井上・平出等（1959）における山田正男（東京

都首都整備局長・当時）の発言「容積がきまれば100パ

ーセント交通需要がきまるということを申し上げたつも

りはない。しかしいくら国民所得の伸びを考えて自家用

車がどうふえるという推定をしてみても、容積がきまら

なくちゃ何にもなりません。そこでどうしても自動車の

交通需要の推定をする一つの要素として容積を限定する

必要がある、こういうことです。」 

にあたっては、現行規制の許容容積率より強化す

ることを求める意見が大勢を占めていた。 

例えば、都心商業地における具体的な容積率とし

ては、日本都市計画学会「容積地域に関する研究

会」450％、日本建築学会「高層化研究委員会」300

～400％、丹下健三 400％、東京都 700％といった

数値が示されていた。容積地域に関する研究会と

高層化研究委員会の両方に関わっていた高山英華

も、容積制が採用されても、高さ制限の緩和によ

って容積率が緩和されるべきではないことを強調

している59。 

また、東京都の国への要望書では、容積率と絶対

高さ制限の併用を提案しており、絶対高さ制限に

ついては、「撤廃」ではなく、あくまでも「緩和」

であった。 

 

 

以上から、1950 年代における容積制の議論を整

理すると、１）絶対高さと建蔽率による「間接的

な容量制限」ではなく、容積率制限による「直接

的な容量制限」を採用する必要があること、２）

容積制の導入は、容量制限の「緩和」ではなく、「強

化」であること、３）高さ制限の「廃止」ではな

く、「緩和」であること（絶対高さ制限と容積率制

限の併用）の３点に集約されることを確認してお

きたい。 

その後、1961（昭和36）年の特定街区制度創設、

1963（昭和 38）年の容積地区制度創設、さらには

1970（昭和 45）年の容積制全面適用へと展開して

いくことになるわけであるが、1960 年代における

容積制の導入・確立までの経緯については、次号

（その３）で述べる。 

                                                                 
59 内田等（1960）p441における高山英華の発言「いまの

世論の31ｍを40ｍにしてくれというような要求は、大体

いまのビルの上にまたのせてくれということなのでしょ

う。しかし容積を考えてやらなければならない。容積が

同じでも高さを高くすることで良いデザインができると

きは、むしろそういうような形でバランスさせるべきで

しょう。」 
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